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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は第47期中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る

主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２ 当社は、第47期から連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、第46期中間連結会計期間及び第46期連結会計

年度においては１株当たり中間(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,861,680 ― ― 3,885,585 ―

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △37,296 ― ― 23,670 ―

中間(当期)純損失 (千円) 79,009 ― ― 29,006 ―

純資産額 (千円) 546,586 ― ― 614,132 ―

総資産額 (千円) 3,500,683 ― ― 3,527,115 ―

１株当たり純資産額 (円) 69.47 ― ― 78.08 ―

１株当たり 
中間(当期)純損失

(円) 10.04 ― ― 3.68 ―

潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 15.6 ― ― 17.4 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △99,572 ― ― △43,902 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 66,381 ― ― 86,100 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 63,867 ― ― 155,392 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 186,520 ― ― 353,434 ―

従業員数 (名) 91 ― ― 85 ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第46期中間会計期間及び第46期事業年度は連結財務諸表

を作成していたため、また、第47期中間会計期間以降は関連会社がありませんので記載しておりません。 

３ 「１株当たり純資産額」「１株当たり中間純損失」については、第46期中間会計期間においては中間連結財

務諸表を作成していたため記載を省略しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため及び第46期中間会計期間にお

いては中間連結財務諸表を作成していたため、第47期中間会計期間及び第46期事業年度においては１株当た

り中間(当期)純損失を計上しているため、記載しておりません。 

５ 第46期中間会計期間においては、中間キャッシュ・フロー計算書は中間連結財務諸表として、第46期事業年

度においては、キャッシュ・フロー計算書は連結財務諸表として記載しております。 

６ 純資産額の算定にあたり、第47期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第8号)を適用しております。 

  

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,740,584 1,787,593 1,958,868 3,703,098 3,303,050

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △65,492 1,824 2,980 7,922 78,771

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) △97,506 △59,577 7,748 △39,534 13,379

持分法を適用した場合 
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,205,000 1,205,000 1,205,000 1,205,000 1,205,000

発行済株式総数 (株) 7,888,800 7,888,800 7,888,800 7,888,800 7,888,800

純資産額 (千円) 566,226 571,950 638,618 641,700 647,719

総資産額 (千円) 3,500,826 3,480,295 3,712,165 3,547,033 3,557,550

１株当たり純資産額 (円) ― 72.72 81.24 81.58 82.36

１株当たり中間 
(当期)純利益又は中間
(当期)純損失(△)

(円) ― △7.57 0.98 △5.02 1.70

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.2 16.4 17.2 18.1 18.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △107,533 △39,253 ― △159,433

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 43,198 △19,558 ― 34,120

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △71,484 114,534 ― 21,989

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 217,615 305,831 ― 250,109

従業員数 (名) 68 87 87 65 87



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、「プラコー労働組合」と称し、昭和50年４月15日に結成されました。平成19年９

月30日現在の組合員数は22名であり、上部団体には所属しておりません。 

労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 87



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰、為替や株式の不安定等、先行き不透明感が

残るものの、設備投資や輸出の増加を背景に底堅く推移しました。  

 このような状況下、当社は販売面では、展示会(社外、社内)を積極的に行い、営業活動と新商品をユ

ーザー(新規、既存)に紹介し販売に努めました。また、生産面では、引続きコストの低減と品質強化を

行い、開発面では今後の売上増加に寄与出来る開発、改良に取組みました。 

 当中間会計期間の事業部門ごとの営業概況は次のとおりであります。 

  

[インフレーション成形機事業] 

インフレーション成形機につきましては、レジ袋の環境問題や原料の高値安定等により、引続き国内

需要の厳しさは残り、若干の売上減少となりました。  

 この結果、売上高は、前年同期比１２.７％減の６億２千７百万円となりました。 

  

[ブロー成形機事業]  

ブロー成形機につきましては、引続き自動車部品関連の増加と、超大型ブロー成形機DA-135の売上を

計上したこともあり、微増の売上となりました。  

 この結果、売上高は、前年同期比３.３％増加の６億８千７百万円となりました。 

  

[リサイクル装置事業]  

リサイクル装置は、環境問題が重要視される中、廃棄物の減容の為の一般破砕機や大型破砕機、ペレ

ット再生機等の販売があり、当初見込みより大幅な売上増加がありました。  

 この結果、売上高は、前年同期比１１６.５％増加の４億５千３百万円となりました。 

  

[メンテナンス事業]  

メンテナンス事業は、機械部品等の販売ですが、設備に慎重なユーザー向修理部品の需要がありまし

た。  

 この結果、売上高は、前年同期比１.９％減の１億９千万円となりました。 

  

以上の結果、売上高は、前年同期比９.６％増の１９億５千８百万円となりました。損益面は、売上の

増加はありましたが、為替レートや購入品販売が多くあったことにより、また、販売促進の展示会や技

術開発コストの経費が増加したことにより、３千１百万円の営業利益となりました。さらに、営業外損

益の収支により２百万円の経常利益、貸倒引当金戻入益等を特別利益として計上したことにより、中間

純利益は７百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況  

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」と言う。）は、営業活動による資金は３

千９百万円、投資活動による資金は１千９百万円それぞれ減少となりましたが、財務活動による資金が

１億１千４百万円増加となり、この結果、現金及び現金同等物は５千５百万円の増加となり、中間期末

残高は３億５百万円(前年同期比４０．５％増)となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に売上債権の２億１千８百万円の増加及び仕入債務８千８

百万円の減少が大きく、たな卸資産の減少により２億３千万円の増加などはありましたが、３千９百万

円のマイナスとなり、前年同期と比べマイナスが６千８百万円減少しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動によるキャッシュ・フローは、別段預金及び定期預金の預入などにより、１千９百万円のマ

イナスとなり、前年同期と比べ６千２百万円減少しました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金１億５千万円などの調達があったことにより、１

億１千４百万円の収入となり、前年同期と比べ１億８千６百万円増加しました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別で示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別で示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 部品については、受注高及び受注残高に含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別で示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

インフレーション成形機事業 649,583 △11.9

ブロー成形機事業 522,251 △16.2

リサイクル装置事業 393,606 72.5

合計 1,565,440 △1.5

事業部門
受注高 受注残高

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％)

インフレーション成形機事業 849,347 56.7 582,684 129.1

ブロー成形機事業 492,898 △45.8 220,340 △51.2

リサイクル装置事業 488,681 28.8 374,400 △10.5

合計 1,830,926 0.0 1,177,424 4.8

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

インフレーション成形機事業 627,872 △12.7

ブロー成形機事業 687,048 3.3

リサイクル装置事業 453,741 116.5

メンテナンス事業 190,205 △1.9

合計 1,958,868 9.6



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題については、継続企業の前提

に重要な疑義を抱かせる事象が発生しておりますので、解消すべく施策を記載しております。 

 当社は、前々期及び前期の2期の事業年度において営業キャッシュ・フローがマイナスの状況にな

っております。また、当中間会計期間におきましても、中間純利益を計上いたしましたが、営業キャ

ッシュ・フローにおいて、マイナス39百万円と引続きマイナス計上になっており、継続企業の前提に

重要な疑義を抱かせる事象又は状況に該当します。そこで当社は、当該状況を解消すべく以下の施策

を実施してまいります。 

ａ営業キャッシュ・フローの増加 

売上高の増加、契約金の徴収、コストの引下げ、生産効率の向上、在庫品の積極的な活用による

在庫量の圧縮などを重要施策として、実行してまいります。 

ｂ売上高の増加  

売上高の増加に向けては、当中間会計期間に開発、上市した自動車部品の増産に威力を発揮する

簡易タイプ三次元ブロー成形機の拡販を図っております。  

 また、インフレーションフィルム生産が東南アジア、中国へのシフトが増加する傾向の当該地区

に受け入れられる汎用機の販売に加え、ラミネート用フィルムやマスキングフィルムなどの高級フ

ィルム成形機の販売についても注力しております。 

ｃコストの削減 

コストの引下げに関しては、合理的設計の徹底と生産手段・生産方法の改善、コスト予算達成の

ための予実績のチェックシステムの導入などを実行してまいります。 

ｄ在庫の圧縮  

在庫高の圧縮に関しては、在庫圧縮プロジェクトチームの編成により、キャッシュ・フローを改

善することに努めてまいります。 

ｅ金融機関取引  

当社は現在、先に掲げた新商品の開発あるいは商品の改良に必要な資金を充分に保有しており、

さらに当中間会計期間以降においても金融機関からの融資が継続される見通しであることから、当

面資金繰りに支障がないものと判断しております。 

  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間は、インフレーション成形機事業においては、新型の自動偏肉調整装置「ＰＲＯ－Ｊ

ＥＴ」を上市しました。また、新型ドライブ方式を採用した省エネ・省スペース押出機「ＤＩＲＥＸ」

の開発も完了しております。 

 ブロー成形機事業においては、全自動取出・バリ取りシステム、新型アキュームレーターダイ、電動

式ブロー成形機、トグル式型締め装置の研究・開発を進めております。 

 リサイクル装置事業においては、新型一軸破砕機「ＰＳ－１３００」を上市しました。また、フイル

ム粉砕・洗浄後に効果を発揮する、絞り粉砕機「ＫＳ－Ｓ３２０」を上市しました。 

 なお、当中間会計期間末における工業所有権(出願中を含む)の総数は７３件となっております。ま

た、当中間会計期間の研究開発費は２千万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会

計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,888,800 7,888,800
ジャスダック
証券取引所

―

計 7,888,800 7,888,800 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ― 7,888,800 ― 1,205,000 ― 3,441

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ケプラム 東京都新宿区歌舞伎町一丁目１番４号 998 12.65

東ソー株式会社 東京都港区芝三丁目８番２号 560 7.10

株式会社トーテム 東京都港区南青山七丁目８番４号 484 6.14

プラコー共栄会 埼玉県さいたま市岩槻区笹久保新田550番地 452 5.73

高 寺 茂 覚 埼玉県鳩ヶ谷市 294 3.73

大阪証券金融株式会社(業務口) 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 261 3.31

桜 井 隆 太 東京都新宿区 170 2.15

松井証券株式会社(一般信用口) 東京都千代田区麹町一丁目４番 167 2.12

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木二丁目３番11号 154 1.96

八幡証券株式会社 広島県広島市中区大手町三丁目１番９号 107 1.36

計 ― 3,648 46.24



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権 7個)含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権 1個)あります。

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 28,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,784,000
7,784 ―

単元未満株式  
普通株式 76,800 ― ―

発行済株式総数 7,888,800 ― ―

総株主の議決権 ― 7,784 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社プラコー

埼玉県さいたま市岩槻区笹
久保新田550番地

28,000 ― 28,000 0.4

計 ― 28,000 ― 28,000 0.4



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 227 211 205 224 205 205

最低(円) 181 185 191 200 180 190



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規程に基づき、当

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、清新監査法人に

より中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 512,718 635,854 569,100

 ２ 受取手形
※２ 
※５

242,995 337,549 68,438

 ３ 売掛金 ※２ 1,100,684 1,009,976 1,081,160

 ４ たな卸資産 412,070 439,358 656,064

 ５ 未収入金 1,161 3,103 6,212

 ６ その他 53,323 109,277 27,394

   貸倒引当金 △71,587 △1,048 △57,469

   流動資産合計 2,251,367 64.7 2,534,070 68.3 2,350,902 66.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物
※１ 
※２

179,141 166,554 172,350

  (2) 土地 ※２ 735,809 735,809 735,809

  (3) その他 ※１ 85,260 83,320 82,217

   有形固定資産合計 1,000,211 28.7 985,684 26.5 990,377 27.8

 ２ 無形固定資産 72 0.0 72 0.0 72 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 140,925 120,121 146,959

  (2) その他 173,859 182,607 156,101

   貸倒引当金 △86,140 △110,390 △86,862

   投資その他の 
   資産合計

228,644 6.6 192,338 5.2 216,198 6.1

   固定資産合計 1,228,927 35.3 1,178,094 31.7 1,206,648 33.9

  資産合計 3,480,295 100.0 3,712,165 100.0 3,557,550 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 526,121 535,962 481,670

 ２ 買掛金 418,130 409,660 473,587

 ３ 短期借入金 ※２ 1,027,434 1,075,203 989,929

 ４ 未払法人税等 5,255 5,796 8,802

 ５ 前受金 52,700 43,629 1,472

 ６ 賞与引当金 17,358 19,608 16,694

 ７ その他 ※３ 148,207 104,091 83,169

   流動負債合計 2,195,208 63.1 2,193,952 59.1 2,055,326 57.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 408,308 569,349 539,413

 ２ 退職給付引当金 98,854 114,129 107,125

 ３ 繰延税金負債 25,381 15,522 27,372

 ４ 再評価に係る 
   繰延税金負債

180,593 180,593 180,593

   固定負債合計 713,136 20.5 879,594 23.7 854,504 24.0

  負債合計 2,908,344 83.6 3,073,546 82.8 2,909,830 81.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,205,000 1,205,000 1,205,000

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 3,441 3,441 3,441

   資本剰余金合計 3,441 3,441 3,441

 ３ 利益剰余金 
    
   その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 △937,551 △856,846 △864,594

   利益剰余金合計 △937,551 △856,846 △864,594

 ４ 自己株式 △2,802 △3,604 △2,929

   株主資本合計 268,087 7.7 347,991 9.4 340,918 9.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

37,443 24,207 40,380

 ２ 土地再評価差額金 266,419 266,419 266,419

   評価・換算差額等 
   合計

303,863 8.7 290,627 7.8 306,800 8.6

   純資産合計 571,950 16.4 638,618 17.2 647,719 18.2

   負債純資産合計 3,480,295 100.0 3,712,165 100.0 3,557,550 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,787,593 100.0 1,958,868 100.0 3,303,050 100.0

Ⅱ 売上原価 1,311,846 73.4 1,523,451 77.8 2,377,212 72.0

   売上総利益 475,747 26.6 435,416 22.2 925,837 28.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 442,676 24.8 403,812 20.6 783,702 23.7

   営業利益 33,071 1.8 31,603 1.6 142,135 4.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 3,894 0.2 6,456 0.4 9,683 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 35,141 1.9 35,080 1.8 73,046 2.2

   経常利益 1,824 0.1 2,980 0.2 78,771 2.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 1,300 0.1 8,358 0.4 686 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４ 59,862 3.4 220 0.0 59,883 1.8

  税引前中間(当期) 

  純利益又は純損失(△)
△56,737 △3.2 11,117 0.6 19,575 0.6

  法人税、住民税 

  及び事業税
2,839 3,369 6,195

  法人税等調整額 ― 2,839 0.1 ― 3,369 0.2 ― 6,195 0.2

  中間(当期)純利益 

  又は純損失(△)
△59,577 △3.3 7,748 0.4 13,379 0.4



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

中間会計期間中の変動額

 中間純損失

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △877,974 △877,974 △2,598 327,869

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △59,577 △59,577 △59,577

 自己株式の取得 △204 △204

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△59,577 △59,577 △204 △59,781

平成18年９月30日残高(千円) △937,551 △937,551 △2,802 268,087

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 47,411 266,419 313,830 641,700

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △59,577

 自己株式の取得 △204

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△9,967 △9,967 △9,967

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△9,967 ― △9,967 △69,749

平成18年９月30日残高(千円) 37,443 266,419 303,863 571,950



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

中間会計期間中の変動額

 中間純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ―

平成19年９月30日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) △864,594 △864,594 △2,929 340,918

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 7,748 7,748 7,748

 自己株式の取得 △675 △675

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

7,748 7,748 △675 7,072

平成19年９月30日残高(千円) △856,846 △856,846 △3,604 347,991

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 40,380 266,419 306,800 647,719

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 7,748

 自己株式の取得 △675

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△16,173 △16,173 △16,173

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△16,173 ― △16,173 △9,100

平成19年９月30日残高(千円) 24,207 266,419 290,627 638,618



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

事業年度中の変動額

 当期純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △877,974 △877,974 △2,598 327,869

事業年度中の変動額

 当期純利益 13,379 13,379 13,379

 自己株式の取得 △330 △330

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 13,379 13,379 △330 13,049

平成19年３月31日残高(千円) △864,594 △864,594 △2,929 340,918

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 47,411 266,419 313,830 641,700

事業年度中の変動額

 当期純利益 13,379

 自己株式の取得 △330

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△7,030 △7,030 △7,030

事業年度中の変動額合計(千円) △7,030 ― △7,030 6,019

平成19年３月31日残高(千円) 40,380 266,419 306,800 647,719



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の要約キャッ 
シュ・フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

    税引前中間(当期)純利益又は純損失(△) △56,737 11,117 19,575

   減価償却費 13,572 13,350 27,108

   貸倒引当金の増加額 42,546 ― 28,430

   賞与引当金の増加額 4,106 2,914 3,442

   退職給付引当金の増加額 6,518 7,003 14,789

   受取利息及び受取配当金 △1,739 △2,636 △5,019

   支払利息 25,268 27,476 51,415

   手形売却損 6,827 6,439 14,448

   たな卸資産除却損 6,667 ― 6,667

   たな卸資産評価損 27,103 ― 27,103

   ゴルフ会員権貸倒引当金戻入益 △1,300 △1,020 △580

   貸倒引当金繰入額 463 ― 463

   貸倒引当金戻入益 ― △7,338 ―

   固定資産売却益 ― ― △106

   固定資産除却損 ― 54 20

   役員特別退職金 800 ― 800

   抱合せ株式消滅差損 24,829 ― 24,829

   売上債権の増加額 △264,773 △218,513 △121,920

   たな卸資産の増減額 29,281 230,706 △214,712

   仕入債務の増減額 74,368 △88,314 116,905

   未払金の減少額 △7,226 △1,581 △5,891

   未払消費税等の増減額 △4,175 16,862 △9,765

   その他 4,968 65 △62,195

    小計 △68,632 △3,414 △85,001

   利息及び配当金の受取額 2,723 3,693 4,691

   利息等の支払額 △35,368 △33,157 △72,294

   その他 210 ― △556

   法人税等の支払額 △6,465 △6,375 △6,273

   営業活動によるキャッシュ・フロー △107,533 △39,253 △159,433

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   別段預金の預入による支出 △4,981 △4,981 △9,962

   別段預金の払戻による収入 10,959 ― 20,091

   定期預金の預入による支出 △453,617 △461,080 △857,824

   定期預金の払出による収入 503,536 455,029 895,705

   有形固定資産売却による収入 ― ― 458

   有形固定資産の取得による支出 △2,767 △3,632 △7,056

   投資有価証券の取得による支出 △1,130 △1,185 △2,235

   その他投資の売却による収入 ― 158 20

   その他投資の取得による支出 △8,800 △3,867 △5,075

   投資活動によるキャッシュ・フロー 43,198 △19,558 34,120



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の要約キャッ 
シュ・フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 △46,100 56,200 △117,300

   長期借入による収入 50,000 150,000 300,000

   長期借入金の返済による支出 △75,180 △90,990 △160,380

   自己株式の取得による支出 △204 △675 △330

   財務活動によるキャッシュ・フロー △71,484 114,534 21,989

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △135,818 55,721 △103,324

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 332,584 250,109 332,584

Ⅵ 合併に伴う現金及び現金同等物の 

  増加額
20,850 ― 20,850

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

  (期末)残高
※２ 217,615 305,831 250,109



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
―――― 

 

 当社は、前々期及び前期の2期の

事業年度において営業キャッシュ・

フローがマイナスの状況になってお

ります。また、当中間会計期間にお

きましても、中間純利益を計上いた

しましたが、営業キャッシュ・フロ

ーにおいて、マイナス39,253千円と

引続きマイナス計上になっており、

継続企業の前提に重要な疑義を抱か

せる事象又は状況に該当します。そ

こで当社は、当該状況を解消すべく

以下の施策を実施してまいります。 

 売上高の増加、契約金の徴収、コ

ストの引下げ、生産効率の向上、在

庫品の積極的な活用による在庫量の

圧縮などを重要施策として実行して

まいります。 

 具体的な実施内容の中で代表例を

紹介しますと、売上高の増加に向け

ては、当中間期間に開発、上市した

自動車部品の増産に威力を発揮する

簡易タイプ三次元ブロー成形機の拡

販を図っております。 

 また、インフレーションフィルム

生産が東南アジア、中国へのシフト

が増加する傾向の当該地区に受け入

れられる汎用機の販売に加え、ラミ

ネート用フィルムやマスキングフィ

ルムなどの高級フィルム成形機の販

売についても注力しております。 

 一方、コストの引下げに関して

は、合理的設計の徹底と生産手段・

生産方法の改善、コスト予算達成の

ための予実績のチェックシステムの

導入などを実行してまいります。 

 在庫高の圧縮に関しては、在庫圧

縮プロジェクトチームの編成によ

り、キャッシュ・フローを改善する

ことに努めてまいります。 

 なお、当社は現在、先に掲げた新

商品の開発あるいは商品の改良に必

要な資金を充分に保有しており、さ

らに当中間会計期間以降においても

金融機関からの融資が継続される見

通しであることから、当面資金繰り

に支障がないものと判断しておりま

す。 

 中間財務諸表は、継続企業を前提

として作成しており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。

 
―――― 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定)

 (1) 有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

同左

 (1) 有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定)

 (2) たな卸資産  (2) たな卸資産  (2) たな卸資産

  ① 製品、仕掛品 

    個別法による原価法 

  ② 原材料 

    移動平均法による原価法 

  ③ 貯蔵品 

    最終仕入原価法

  ① 製品、仕掛品

同左

  ② 原材料

同左

  ③ 貯蔵品

同左

  ① 製品、仕掛品

同左

  ② 原材料

同左

  ③ 貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。な

お、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。ただし、平成10年

４月１日以降取得した建物

(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しておりま

す。

   なお、減損処理した資産につ

いては耐用年数を経済的残存

使用年数、また、残存価額を

耐用年数到来時点の正味売却

価額としております。

 (1) 有形固定資産

同左

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。な

お、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によって

おります。ただし、平成10年

４月１日以降取得した建物

(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しておりま

す。

   なお、減損処理した資産につ

いては耐用年数を経済的残存

使用年数、また、残存価額を

耐用年数到来時点の正味売却

価額としております。

 (会計方針の変更) 

 法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律 平成19年3月30

日 法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令 平成19年

3月30日 政令第83号))に伴い、当

中間会計期間から、平成19年４月１

日以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に変

更しております。 

 この変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。 

 (追加情報) 

 当中間会計期間から、平成19年3

月31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。 

 これに伴い、前中間会計期間と同

一の方法によった場合と比べ、売上

総利益、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益がそれぞれ2,477千

円減少しております。



  

 (2) 長期前払費用

    均等償却によっております。

なお、償却期間は、経済的耐

用年数(10年)としておりま

す。

 (追加情報)

   従来、長期前払費用の償却期

間については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っておりましたが、前事業年

度下期より経済的耐用年数

(10年)に変更しております。

これは、前事業年度下期にお

いて効果の及ぶ期間の見直し

を行ったことによるものであ

ります。なお、この変更によ

る前中間会計期間に与える影

響は軽微であります。

 (2) 長期前払費用

    均等償却によっております。

なお、償却期間は、経済的耐

用年数(10年)としておりま

す。

 (2) 長期前払費用

    均等償却によっております。

なお、償却期間は、経済的耐

用年数(10年)としておりま

す。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、回収不能見込額を

計上しております。

  ① 一般債権

    貸倒実績率法によっており

ます。

  ② 貸倒懸念債権及び破産更生

債権

    個別に回収可能性を勘案の

上、貸倒見積額を計上して

おります。

 (1) 貸倒引当金

同左

  ① 一般債権

同左

  ② 貸倒懸念債権及び破産更生

債権

同左

 (1) 貸倒引当金

同左

  ａ 一般債権

同左

  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生

債権

同左

 (2) 賞与引当金

   使用人及び兼務取締役に対す

る賞与金の支給に備えるた

め、支給実績を勘案の上、次

回支給見込額のうち当中間会

計期間負担分を計上しており

ます。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   使用人及び兼務取締役に対す

る賞与金の支給に備えるた

め、支給実績を勘案の上、次

回支給見込額のうち、当事業

年度負担分を計上しておりま

す。

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務に基づき当中

間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。なお、会計基

準変更時差異(80,177千円)に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。

 (3) 退職給付引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務に基づき当事業年

度末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。なお、会計基準変更時

差異(80,177千円)について

は、15年による按分額を費用

処理しております。

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ 中間キャッシュ・フロー計算 

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金及び要求払預金を計上しており

ます。

５ 中間キャッシュ・フロー計算 

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得日から3

ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資を計上

しております。     

５ キャッシュ・フロー計算 

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得日から3

ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資を計上

しております。     

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理について

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。

  消費税等の会計処理について

同左

  消費税等の会計処理について

同左



会計処理の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (企業結合に係る会計基準等) 
 当中間会計期間から「企業結合に
係る会計基準」(企業会計審議会
平成15年10月31日)及び「事業分離
等に関する会計基準」(企業会計基
準委員会平成17年12月27日 企業会
計基準第7号)並びに「企業結合会計
基準及び事業分離等会計基準に関す
る適用指針」(企業会計基準委員会
平成17年12月27日 企業会計基準適
用指針第10号)を適用しておりま
す。 
 これにより税引前中間純損失及び
中間純損失が24,829千円増加してお
ります。

 (貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等) 
 当中間会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17
年12月9日企業会計基準第5号)及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」(企
業会計基準委員会 平成17年12月9
日 企業会計基準適用指針第8号)を
適用しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。 
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は571,950千円であ
ります。 
 中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間財
務諸表は、改正後の中間財務諸表等
規則により作成しております。

―――― 
 
 

(企業結合に係る会計基準等) 
 当事業年度から「企業結合に係る
会計基準」(企業会計審議会 平成
15年10月31日)及び「事業分離等に
関する会計基準」(企業会計基準委
員会 平成17年12月27日 企業会計
基準第7号)並びに「企業結合会計基
準及び事業分離等会計基準に関する
適用指針」(企業会計基準委員会
最終改正平成18年12月22日 企業会
計基準適用指針第10号)を適用して
おります。  
 これにより税引前当期純利益及び
当期純利益が24,829千円減少してお
ります。

(貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等) 
 当事業年度から「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平成17年12
月9日企業会計基準第5号)及び「貸
借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成17年12月9日
企業会計基準適用指針第8号)を適用
しております。  
 これによる損益に与える影響はあ
りません。  
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は647,719千円であ
ります。  
 財務諸表等規則の改正により、当
事業年度における財務諸表は、改正
後の財務諸表等規則により作成して
おります。

(自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準等の一部改正)
当事業年度から改正後の「自己株式
及び準備金の額の減少等に関する会
計基準」(企業会計基準委員会最終
改正平成18年8月11日 企業会計基準
第1号)及び「自己株式及び準備金の
額の減少等に関する会計基準の適用
指針」(企業会計基準委員会 最終改
正平成18年8月11日 企業会計基準適
用指針第2号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。   
 財務諸表等規則の改正により、当
事業年度における財務諸表は、改正
後の財務諸表等規則により作成して
おります。



  

 
  

(たな卸資産の評価損及び除却損の
会計処理について) 
 たな卸資産評価損及び除却損は、
従来特別損失として処理しておりま
したが、当下半期より、売上原価と
して計上する方法に変更いたしまし
た。  
 この変更は、継続して実施してお
りました滞留たな卸資産の評価額の
見直しを実施したこと、及びこれに
伴い製品の評価の方法に関する内規
見直しを実施したことにより、今後
発生するたな卸資産の評価損が経常
的なものとなると考えられることに
よります。  
 なお、当該会計処理の変更が当下
半期に行われたのは、上記の見直し
が当上半期をもって完了したことに
よります。従って、当中間期は従来
の方法によっており、変更後の方法
によった場合と比べ、当中間期の営
業利益及び経常利益は33,770千円多
く計上されております。



追加情報 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
―――― 

 

(たな卸資産の評価損及び除却損の
会計処理について)  
たな卸資産評価損及び除却損は、従
来、特別損失として処理しておりま
したが、前事業年度の下期より、売
上原価として計上する方法に変更い
たしました。  
 従って、前中間会計期間は従来の
方法によっており、当中間会計期間
と同一の方法によった場合と比べ、
前中間会計期間の営業利益及び経常
利益は33,770千円多く計上されてお
ります。

 
―――― 

 



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 1,101,788千円

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 1,127,899千円

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 1,114,894千円

※２ 担保に供している資産ならび

に担保付債務は次の通りであ

ります。

※２ 担保に供している資産ならび

に担保付債務は次の通りであ

ります。

※２ 担保に供している資産ならび

に担保付債務は次の通りであ

ります。

 

担保に供している資産

担保権によって 

担保されている 

債務

種類

中間期 

末帳簿 

価格 

(千円)

担保権 

の種類
内容

中間期 

末残高 

(千円)

受取手形 15,184
差入 

担保

短期

借入金
941,441

預金 113,065
差入 

担保

売掛金 48,793
差入 

担保

投資 

有価証券
91,682

差入 

担保

建物 150,039 抵当権 長期

借入金
176,000

土地 735,809 抵当権

計 1,154,575 1,117,441

 

担保に供している資産

担保権によって 

担保されている 

債務

種類

中間期 

末帳簿 

価格 

(千円)

担保権 

の種類
内容

中間期 

末残高 

(千円)

受取手形 13,028
差入 

担保

短期

借入金
856,564預金 144,229

差入 

担保

投資 

有価証券
65,233

差入 

担保

建物 140,214 抵当権
長期

借入金
262,344

土地 735,809 抵当権

計 1,098,514 1,118,908

 

担保に供している資産

担保権によって 

担保されている 

債務

種類

期末帳 

簿価格 

(千円)

担保権 

の種類
内容

期末 

残高 

(千円)

受取手形 18,009
差入 

担保

短期

借入金
886,044

預金 108,917
差入 

担保

売掛金 47,040
差入 

担保

投資 

有価証券
88,143

差入 

担保

建物 144,913 抵当権 長期

借入金
170,086

土地 735,809 抵当権

計 1,142,834 1,056,130

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺し、相殺後の金額は

流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

※３ 消費税等の取扱い

同左

※３    ―――――

 ４ 受取手形割引高 

          517,417千円

 ４ 受取手形割引高 

          383,659千円

 ４ 受取手形割引高 

          452,708千円

※５    

    中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高から除かれております。 

受取手形   3,679千円 

支払手形    89,288千円

※５    

    中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高から除かれております。 

受取手形   3,125千円 

支払手形   150,239千円

※５    

   期末日満期手形の会計処理に

ついては、満期日に決済が行

われたものとして処理してお

ります。なお、当事業年度末

日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形を

満期日に決済が行われたもの

と処理しております。 

受取手形  72,740千円  

支払手形 120,564千円  

 



次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,080千円

受取配当金 659千円

受取利息 2,114千円

受取配当金 521千円

受取利息 2,405千円

受取配当金 2,613千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 25,268千円

手形売却損 6,827千円

支払利息 27,476千円

手形売却損 6,439千円

支払利息 51,415千円

手形売却損 14,448千円

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目

 

ゴルフ会員権貸
倒引当金戻入益

1,300千円
ゴルフ会員権貸
倒引当金戻入益

1,020千円

貸倒引当金
戻入益

7,338千円
 

ゴルフ会員権貸
倒引当金戻入益

580千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目

たな卸資産 
除却損

6,667千円

たな卸資産 
評価損

27,103千円

貸倒引当金 
繰入額

463千円

抱合せ株式 
消滅差損

24,829千円

 

工具器具及び
備品除却損

54千円 たな卸資産
除却損

6,667千円

たな卸資産
評価損

27,103千円

貸倒引当金
繰入額

463千円

抱合せ株式
消滅差損

24,829千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額

有形固定資産 13,572千円 有形固定資産 13,350千円 有形固定資産 27,108千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1,075株 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 7,888 ― ― 7,888

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 23,407 1,075 ― 24,482



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 3,227 株 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1,811 株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 7,888 ― ― 7,888

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 25,218 3,227 ― 28,445

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,888,800 ― ― 7,888,800

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 23,407 1,811 ― 25,218



前へ   次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 中間キャッシュ・フロー計算書

の△は現金及び現金同等物の流

出を表しています。

１ 中間キャッシュ・フロー計算書

の△は現金及び現金同等物の流

出を表しています。

１ キャッシュ・フロー計算書の△

は現金及び現金同等物の流出を

表しています。

※２現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※２現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※２現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

 

(平成18年９月30日)

現金及び預金 512,718千円

定期預金及び 
別段預金

△295,103千円

現金及び 
現金同等物

217,615千円

 

(平成19年９月30日)

現金及び預金 635,854千円

定期預金及び
別段預金

△330,022千円

現金及び 
現金同等物

305,831千円

 

(平成19年３月31日)

現金及び預金 569,100千円

定期預金及び
別段預金

△318,990千円

現金及び
現金同等物

250,109千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

機械装置
及び 

運搬具 
(千円)

工具器具 
及び備品 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

9,709 60,880 70,589

減価償却 
累計額 
相当額

6,744 36,135 42,879

中間期末 
残高 
相当額

2,965 24,744 27,709

 

機械装置
及び 
運搬具 
(千円)

工具器具
及び備品
(千円)

合計
(千円)

取得価額 
相当額

9,264 52,589 61,854

減価償却 
累計額 
相当額

8,285 37,368 45,653

中間期末 
残高 
相当額

979 15,221 16,201

 

車輌
及び 

運搬具 
(千円)

工具器具 
及び備品 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額
相当額

9,264 60,431 69,696

減価償却
累計額 
相当額

7,366 40,424 47,790

期末残高
相当額

1,898 20,007 21,905

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8,369千円

１年超 15,845千円

合計 24,214千円

１年以内 7,031千円

１年超 9,183千円

合計 16,214千円

１年以内 7,739千円

１年超 12,461千円

合計 20,201千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 7,359千円

減価償却費 
相当額

6,678千円

支払利息相当額 2,635千円

支払リース料 6,278千円

減価償却費
相当額

5,704千円

支払利息相当額 2,339千円

支払リース料 13,108千円

減価償却費
相当額

11,822千円

支払利息相当額 5,089千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ・利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

同左

 ・減価償却費相当額の算定方法

同左

 ・利息相当額の算定方法

同左



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

 前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

  時価のある有価証券 

 その他有価証券 

 
  

 当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

  時価のある有価証券 

 その他有価証券 

 
  

 前事業年度末(平成19年３月31日) 

  時価のある有価証券 

 その他有価証券 

 
  

  

区分
取得原価 
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 66,883 129,156 62,273

その他 11,217 11,769 551

計 78,101 140,925 62,824

区分
取得原価 
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 68,776 107,792 39,016

その他 11,614 12,328 713

計 80,391 120,121 39,729

区分
取得原価 
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 67,804 134,490 66,686

その他 11,402 12,469 1,067

計 79,206 146,959 67,753



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

    該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

    該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

    該当事項はありません。 

  

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

 該当事項はありません。                                  

  

当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

 該当事項はありません。                                  

  

前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

 該当事項はありません。                                  

  



(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

１. 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結

合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

     プラコーエンジニアリング株式会社   プラスチック加工機械の主要部品であります 

                        スクリュー・ダイスの製造、販売。 

     株式会社プラコーテクノサービス    プラスチック加工機械及びリサイクル装置の 

                        メンテナンス及び部品販売。            

  

(2) 企業結合の法的形式 

      共通支配下の取引                    

  

(3) 結合後企業の名称 

     株式会社プラコー 

  

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

当中間会計期間において、100％子会社であるプラコーエンジニアリング株式会社及び株式会

社プラコーテクノサービスを親会社である当社に吸収合併いたしました。この結果、両社は合併

期日である平成18年4月1日をもって消滅いたしました。この取引は共通支配下の取引であり、主

要部品の一貫生産体制の確立及び営業とアフターサービスを一体化し、生産、販売のそれぞれの

効率化を図るための取引であります。 

  

２. 実施した会計処理の概要                     

この合併に伴い、子会社から受け入れた資産及び負債は、企業結合会計基準に従い、両子会社

の合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により計上しております。また、株主資本につきま

しては、子会社から受け入れた資産と負債の差額は、親会社が合併直前に保有していた子会社株

式(抱合せ株式)の帳簿価額との差額24,829千円を特別損失として計上しております。 

  

当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度(自平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

(共通支配下の取引等) 

１. 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結

合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要                       

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

     プラコーエンジニアリング株式会社   プラスチック加工機械の主要部品であります 

                        スクリュー・ダイスの製造、販売。 

     株式会社プラコーテクノサービス    プラスチック加工機械及びリサイクル装置の 

                        メンテナンス及び部品販売。            

  

(2) 企業結合の法的形式 

      共通支配下の取引                    

  

(3) 結合後企業の名称 



前へ   次へ 

     株式会社プラコー 

  

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

当事業年度において、100％子会社であるプラコーエンジニアリング株式会社及び株式会社プ

ラコーテクノサービスを親会社である当社に吸収合併いたしました。この結果、両社は合併期日

である平成18年4月1日をもって消滅いたしました。この取引は共通支配下の取引であり、主要部

品の一貫生産体制の確立及び営業とアフターサービスを一体化し、生産、販売のそれぞれの効率

化を図るための取引であります。 

  

２. 実施した会計処理の概要                     

この合併に伴い、子会社から受け入れた資産及び負債は、企業結合会計基準に従い、両子会社

の合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により計上しております。また、株主資本につきま

しては、子会社から受け入れた資産と負債の差額は、親会社が合併直前に保有していた子会社株

式(抱合せ株式)の帳簿価額との差額24,829千円を特別損失として計上しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

１株当たり純資産
額

72円   72銭 81円    24銭 82円    36銭

１株当たり中間
(当期)純利益又は
純損失(△)

△7円   57銭 0円    98銭 1円    70銭

なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益については、
１株当たり中間純損失であ
り、また、潜在株式がないた
め記載しておりません

なお、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益については、
潜在株式がないため記載して
おりません。

なお、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益については、
潜在株式がないため記載して
おりません。

 

１株当たり中間純損失の算

定上の基礎

中間損益計算書
上の中間純損失

59,577千円

普通株式に係る 
中間純損失

59,577千円

普通株主に帰属
しない金額の主
要な内訳

該当事項は
ありません。

普通株式の 
期中平均株式数

7,864,576株

 

１株当たり中間純利益の算

定上の基礎

中間損益計算書
上の中間純利益

7,748千円

普通株式に係る
中間純利益

7,748千円

普通株主に帰属
しない金額の主
要な内訳

該当事項は
ありません。

普通株式の
期中平均株式数

7,862,144株

 

１株当たり当期純利益の算

定上の基礎

損益計算書上の 
当期純利益

13,379千円

普通株式に係る 
当期純利益

13,379千円

普通株主に帰属
しない金額の主
要な内訳

該当事項は
ありません。

普通株式の 
期中平均株式数

7,864,293株



前へ 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)  

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

 該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  (1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第47期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年6月29日関東財務局長

に提出 

  

  (2)有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(1)有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年10月3日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月19日

株式会社プラコー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社プラコーの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社プラコーの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、企業結合に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準に

より中間財務諸表を作成している。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

清新監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  石  渡  信  行  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  中  根  堅 次 郎  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成19年12月14日

株式会社プラコー 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社プラコーの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第48期事業年度の中間会計

期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社プラコーの平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

1. 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は営業キャッシュ・フロー

のマイナスの状況が続いており、継続企業の前提に重要な疑義が存在している。当該状況に対する会社

の対応策は当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業の前提を基礎として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

2. 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項２ 固定資産の減価償却の方法（1）有形固定資産に記

載のとおり、会社は当中間会計期間より法人税法の改正に伴い、平成19年4月1日以降取得の固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上

清新監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  石  渡  信  行  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  中  根  堅 次 郎  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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